




























　第 2 点に関しては、わが国では、日本学術会議の死と医療特別委員会が1994年 5 月に公表した報
告書（『死と医療特別委員会報告―尊厳死について―』）において、①延命医療中止の意義、②延命
医療中止の条件、③拒否の対象となる延命医療の内容・範囲が示され、翌年、いわゆる「東海大学
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エ．射水市民病院事件


















































結論づけたが、量刑面において病院の体制不備等の事情を斟酌し、主治医に対し懲役 3 年執行猶予 5







































































































































































































医療をめぐる様々な言葉」綜合臨床56巻 9 号（2007年）2744頁以下、西川満則「End-Of-Life Care 
Team による意思決定支援の取り組み」週刊医学界新聞2996号（2012年）。
3 ） インフォームド・リフューザル（informed refusal）は、判断能力のある患者が医師等から十分（満
足）な説明を受けた上で治療を拒否することであり、インフォームド・コンセントの権利に含まれ
る。 






の任命（durable power of attorney）の 2 種類がある。その後も、「患者の自己決定権法」（Patient 








5 ） オランダでは、2002年 4 月から施行された「要請に基づいた生命終結及び自殺援助に関する審査手続






は、山下邦也「オランダの安楽死―新法理由書を中心に」国際公共政策研究（大阪大学） 6 巻 2 号
（2002年）1 頁以下、土本武司「安楽死合法化に向けて―オランダの安楽死法をベースに―」東京財
団研究報告書2004-3等。アメリカでも、一部の州（オレゴン州－1997年10月施行、ワシントン州－
2009年 3 月施行）において、「尊厳死法」（The Death with Dignity Act）により、医師が余命 6 ヶ
月以内と診断された成人患者に対し、患者本人からの文書および口頭での請求により致死量の薬物
を処方することが合法化されている。オレゴン州尊厳死法に関して、久山亜耶子＝岩田太「尊厳死
と自己決定権―オレゴン州尊厳死法を題材に―」上智法学論集47巻 2 号（2003年） 1 頁以下、萬知
子他「米国の緩和医療と終末期選択 オレゴン州健康科学大学 Richardson 博士の講演記録」杏林医
会誌39巻 3 ・ 4 号（2009年）49頁以下。ワシントン州尊厳死法に関しては、蒲生忍＝トーマス・
マッコーミック「ワシントン州尊厳死法の成立」生命倫理20巻 1 号（2010年）149頁以下。最近で
は、2013年 5 月にバーモント州で医師による同様の内容の「終末期患者の選択及び管理法」（The 
Patient Choice and Control at End of Life Act）が施行された。同法に関しては、バーモント州健















9 ） 横浜地裁平成 7 年 3 月28日判決判例タイムズ877号148頁。
















12） 「『尊厳死法案』提出へ…生命倫理議論 参院主導で」yomiDr.2014年 2 月 6 日の記事。http://www.
yomidr.yomiuri.co.jp/oage.jsp?id=91991. 
13） 日本学術協力財団「尊厳死の在り方」編集委員会・前掲註（ 8 ）96-99頁。
14） 日本医師会・前掲註（10）の「グランドデザイン2009」67-68頁。なお、同ガイドラインでは、「家
族等」は、法的な意味での親族だけでなく、患者が信頼を寄せている代理人を含むとしている。









18） 日本医師会第 X 次生命倫理懇談会・前掲註（10） 2 頁。
16







































28） この点に関して、「胃ろう、差し控えや中止も選択肢 老年医学会が新指針」CHUNICHI Web2012
年 6 月27日、「終末期胃ろう『中止可能に』本人の意思考慮 老年医学会が指針案」読売新聞2011年


















33） 判例タイムズ877号148頁。本件の評釈として、佐伯仁志・刑法判例百選Ⅰ［第 6 版］44頁、甲斐克
則・平成 7 年度重要判例解説134頁、松宮孝明・判例セレクト’95 32頁等がある。





36） 「『安楽死』医師を不起訴『死因特定できず』／大阪地検」2004年 3 月23日読売新聞大阪朝刊39面、
「殺人容疑で書類送検の医師不起訴 関電病院『安楽死』【大阪】」2004年 3 月23日朝日新聞朝刊39
面。 
37） 「安楽死の要件満たさず」呼吸器外し死亡、医師独断と説明 病院会見」2004年 5 月14日読売新聞東
京夕刊18面、「道立羽幌病院・呼吸器取り外し 医師を不起訴処分 旭川地検＝北海道」2006年 8 月 4
日読売新聞東京朝刊36面。
38） 「和歌山県立医大で呼吸器外し患者死亡 殺人容疑で医師を書類送検／和歌山県警」2007年 5 月22日
読売新聞東京夕刊 1 面、「和歌山県立医大の呼吸器外し『刑事責任仕方ない』と医師供述」2007年
5 月24日読売新聞大阪朝刊34面。
39） 「富山・射水市民病院 呼吸器外し、死と因果関係 延命中止で鑑定結果」2007年 3 月29日読売新聞東
京朝刊 1 面、「射水の延命中止問題 1 年 医師訴追、分かれ目は」2007年 3 月29日読売新聞東京朝刊
3 面、「射水市民病院 呼吸器外し 2 医師不起訴 富山地検『殺人罪認定は困難』」2009年12月22日読
売新聞東京朝刊 1 面。 
40） 「延命中止要請、県立多治見病院倫理委が容認 岐阜県の判断で見送りに＝中部」2007年 1 月 9 日読
売新聞中部朝刊30面。 
41） 「 5 人の延命中止を公表…千葉の病院 昨秋から半年間 学会の指針策定前に実施」2007年10月26日読
売新聞東京朝刊 1 面。 
42） 「難病患者の要望『呼吸器外し意思尊重を』病院の倫理委が提言／千葉」2008年10月 7 日読売新聞
東京夕刊17面。 
43） 横浜地裁平成17年 3 月25日判決刑集63巻11号2057頁。本件の評釈として、甲斐克則・判例セレクト 
’05 33頁、辰井聡子・平成17年度重要判例解説165頁、十河太朗・受験新報660号20頁、加藤摩耶・
年報医事法学21号（2006年）142頁等がある。
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報判例解説 Vol.2刑法 No.6（2008年）187頁、田坂晶・同志社法学60巻 8 号（2009年）443頁等があ
る。
45） 最高裁平成21年12月 7 日決定刑集63巻11号1899頁。本件の評釈として、入江猛・最高裁判所判例解
説刑事篇平成21年度557頁、小田直樹・平成22年度重要判例解説1420号200頁、同・神戸法学年報26
号（2010年） 1 頁、加藤摩耶・判例セレクト2010-1 30頁、土本武司・判例評論627号165頁、井上





















48） 国会レベルで尊厳死法の立法化が検討されたのは、2005年 2 月に発足した超党派の「尊厳死法制化
を考える議員連盟」（初代会長：中山太郎前衆議院議員）が初めてである。「尊厳死考える議連が初

























51） 日本医師会第 X 次生命倫理懇談会・前掲註（10） 7 頁。
52） 全日本病院協会「終末期医療の指針（案）」（2007年11月）2-3頁。同指針は右記から参照できる。
http://www.ajha.or.jp/voice/pdf/071219_1.pdf. 






55） 「『尊厳死、詳しく知りたい』射水の延命中止問題発覚後、協会に問い合わせ殺到」2006年 4 月 1 日
読売新聞東京夕刊14面。 
57） 「尊厳死法案、提出へ 通常国会 延命中止を免責」東京新聞2014年 1 月12日朝刊。








58） この点に関して、「尊厳死、なぜいま法制化の動き」2012年 3 月29日北陸中日新聞朝刊。 
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